
事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・貨物自動車運送事業に係る輸送秩序の改善のため、地方貨物自動車運送適正化事業実施機関に対する指導監督
等を実施
・過積載防止の徹底を図るため、過積載防止連絡会議等を実施

貨物自動車運送事業の運営を適正かつ合理的なものとするため、輸送秩序の改善及び輸送の安全確保等について
指導を行い、事業の健全な発達を図る。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

24

75.0% 33.3%

　　　　　　　　　　①地方適正化事業指導実績　　　②過積載防止対策連絡会議等実績
　　１９年度　　　　　　　　　　９２回　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２８回
　　２０年度　　　　　　　　　　９２回　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９３回
　　２１年度　　　　　　　　　　９１回　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０９回

3

執行率

事業番号 311

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　( 国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
昭和５２年度貨物自動車運送秩序改善等対策

総事業費(執行ベース) － － －

19年度 20年度 21年度

執行額

100.0%

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 貨物課

上位政策

課長
志村　務

自動車交通局

一般会計

担当部局庁

公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハイ
ジャック・航空機テロ防止を推進する

関係する計
画、通知等

貨物自動車運送事業法 －

22年度 23年度要求

予算額(補正後） 33 3

1 3

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

本事業の実施に当たり、会議の開催の際には、価格・立地等を厳しく精査した上で会場を決定するなど、限られた予算
の範囲で効率的かつ効果的な執行を行っており、今後も引き続きコスト縮減に努めることとする。

（20年以上経過した事務事業の廃止を前提とする検証）
本事業は、貨物自動車運送事業の健全な発達を図る必要から、地方適正化事業に対する指導や、各都道府県におけ
る過積載防止連絡会議等の開催を行っているものであり、事業として継続する必要はあるが、より一層の経費の合理
化を図ることにより、見直しを行うこととする。

　地方運輸局自らが行う契約に基づき支出していることから支出先や使途については全て、明確に把握できている。ま
た、支出に当たっては検査を行い実施内容の確認を行っている。

総事業費(執行ベ ス)

【一部改善】
本事業の実施に当たっては、競争性のある契約方式の活用を徹底するなど、一層の経費の合理化を図るべき。

192　地方運輸行政推進費

　95　公共交通等安全対策に必要な経費 （２１年度予算額） （２１年度決算見込額）

【予算科目】

　　95063-2122-08　　公共交通等安全対策旅費 0百万円 0百万円

　　95063-2123-09　　公共交通等安全対策調査費 2百万円 2百万円



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)

国土交通本省 
 

３百万円 

Ａ．地方運輸局等（１０機関） 
 

３百万円 

事務費 
２百万円 

旅費 
 

１百万円 

各地方運輸局の実施状況

等を踏まえた総合調整 
輸送秩序の改善及び輸送

の安全確保等に関する各

種指導を実施 

て補足する)
(単位:百万円)

国土交通本省 
 

３百万円 

Ａ．地方運輸局等（１０機関） 
 

３百万円 

事務費 
２百万円 

旅費 
 

１百万円 

各地方運輸局の実施状況

等を踏まえた総合調整 
輸送秩序の改善及び輸送

の安全確保等に関する各

種指導を実施 



費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

A.関東運輸局 E.

0

使　途
金　額

(百万円）

借料 講習会会場借料 2

旅費 職員旅費

計

費　目 使　途
金　額

(百万円）

0計 2

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す

計 0 計

C Gついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）

1 関東運輸局 2

2 北陸信越運輸局 1

3 中部運輸局 0

4 中国運輸局 0

5 九州運輸局 0

6 神戸運輸監理部 0

7 四国運輸局 0

8 近畿運輸局 0

9 北海道運輸局 0

10 東北運輸局 0

A.地方運輸局等（１０機関）　３百万円


